
○ 佐川町地域おこし協力隊設置要綱 
平成２６年３月２０日 

告示第９号 
改正 平成２８年３月２２日告示第１９号 

（設置） 
第１条 人口減少や高齢化等が進行する本町において、町外の人材を誘致し、その定
住及び定着を図り、地域力の維持及び強化に資するため、地域おこし協力隊推進要

綱（平成２１年３月３１日付総行応第３８号総務事務次官通知）に基づき、佐川町

地域おこし協力隊（以下「協力隊」という。）を置く。 
（協力隊の活動） 
第２条 協力隊は、次に掲げる活動を行う。 
（１） 農林産業の支援活動 
（２） 環境保全の支援活動 
（３） 地域コミュニティ維持の支援活動 
（４） 地域資源の発掘及び活用の支援活動 
（５） 地域おこしの支援活動 
（６） 住民生活の支援活動 
（７） 集落活動センターの支援活動 
（８） その他地域力の維持及び強化に資するため町長が必要と認める活動 
（隊員の委嘱） 
第３条 協力隊の隊員（以下「隊員」という。）は、次の各号に掲げる全ての要件を
満たす者のうちから町長が委嘱する。 
（１） ３大都市圏をはじめとする町外の地域から生活の拠点を町内に移し、住民
票を異動させることに了承する者 
（２） 町内に１年以上の滞在を予定している者 
（３） 心身共に健康で、地域活動に意欲と熱意を有し、かつ、積極的に活動でき
る者 

２ 前項の規定により委嘱された隊員は、速やかに町内へ住民票を異動させるものと
する。 



（隊員の委嘱期間等） 
第４条 隊員の委嘱期間は、任命の日から１年以内とする。 
２ 隊員の委嘱期間は、最長３年まで延長することができるものとする。 
３ 前項の規定により委嘱期間を延長する場合には、１年を超えない範囲で委嘱期間
を延長するものとする。 
（身分） 
第５条 隊員は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３条第３項第３号に
規定する非常勤の特別職とする。 
（報酬等） 
第６条 隊員の報酬及び費用弁償は、特別職の職員の給与及び報酬並びに旅費及び費
用弁償に関する条例（平成１１年佐川町条例第２６号）に定めるところにより支給

する。 
（勤務時間等） 
第７条 隊員の勤務時間は、１日当たり７時間４５分とし、週３１時間を基本とする。
この場合において、標準的な勤務時間は、午前８時３０分から午後５時１５分まで

とし、休憩時間は正午から午後１時までとする。活動時間は、活動内容により７時

間４５分を超えない範囲で変更することができるものとする。 
２ 隊員の休日は、次に掲げるとおりとする。 
（１） 土曜日及び日曜日 
（２） 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 
（３） １２月２９日から翌年１月３日までの日（前号の休日を除く。） 
３ 前項の規定にかかわらず、所属長が必要と認めたときは、隊員に対し休日に活動
することを指示することができるものとする。この場合において、あらかじめ当該

休日に代わる日を指定するものとする。 
（社会保険等の適用） 
第８条 隊員は、健康保険法（大正１１年法律第７０号）、厚生年金保険法（昭和２
９年法律第１１５号）及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）の定めるとこ

ろにより、それぞれの被保険者となるものとする。 
（公務災害補償） 



第９条 隊員の公務災害補償については、非常勤の職員の公務災害補償等に関する条
例（平成４年佐川町条例第３４号）を適用する。 
（退任） 
第１０条 隊員は、自己都合等によりやむを得ず委嘱期間満了前に退任しようとする
ときは、退任しようとする日の３０日前までに、町長に申し出て、その承認を受け

なければならない。 
（解嘱） 
第１１条 町長は、隊員が次の各号のいずれかに該当するときは、第４条第１項の規
定にかかわらず、これを解嘱することができる。 
（１） 職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。 
（２） 隊員本人から退職の申出があったとき。 
（３） 隊員としてふさわしくない非行があったとき。 
（４） 心身の故障のため、協力隊の活動が継続できなくなったとき。 
（守秘義務） 
第１２条 隊員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も
同様とする。 
（町の役割） 
第１３条 町長は、協力隊の活動が円滑に実施できるよう、次に掲げる事項を行うも
のとする。 
（１） 隊員の活動に関する総合調整 
（２） 隊員が活動を行う地域との調整及び住民への周知 
（３） 隊員の活動終了後の定住支援 
（４） その他協力隊の活動に関して必要な事項 
（その他） 
第１４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 
この告示は、公布の日から施行する。 
附 則（平成２８年３月２２日告示第１９号） 

（施行期日） 



１ この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 
（経過措置） 
２ この告示による改正後の佐川町地域おこし協力隊設置要綱第４条の規定は、平成
２６年４月１日以降に委嘱された隊員に適用する。  


